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研究成果の概要（和文）：能登の世界農業遺産、白山市のエコパーク(MAB)、糸魚川市の世界ジオパーク等の北
陸地域での各認定地域の観光戦略に取り組む行政、企業等を対象として調査分析を行った。遺産や保全等の「制
度の本来の目的」と、生産者を含む「地元の期待」である産品の価格向上・観光客数の動向を定量的に把握し、
その乖離を特定した。そのギャップを克服し、地元のニーズと制度の目的を両立する方策として地域認定に加
え、地域の環境、文化と密接に関係する産品レベルでの登録である地理的表示保護制度と地域認定との相乗的活
用を示唆した。成果は国際雑誌や学会において、欧州・韓国などの国内外の研究者と共著で発表した。

研究成果の概要（英文）：The benefit and challenges of regional designations for municipalities are 
examined. These include UNESCO's Man and the Biosphere Programme (MAB), and the Globally Important 
Agricultural Heritage Systems (GIAHS) managed by FAO. We examined the awareness and strategies of 
the local stakeholders. The main research sites are the Noto GIAHS site, Hakusan as a MAB, and the 
Itoigawa Geopark. From the results, we identified gaps between the local expectations (increase in 
local-product price or number of tourists) and the institutional goals of the regional designations,
 using quantitative data. As a scheme to harmonize the local needs and the goals of the 
designations, synergistic utilization of the regional designations with products-level 
certifications such as Geographical Indications is explored and suggested as municipal tourism 
strategies. Based on the outcomes, we published peer-reviewed papers in the academic journals with 
international collaborations from Europe and Asia.

研究分野： 国際環境・自然資源マネジメント学

キーワード： 世界農業遺産　ジオパーク　エコパーク　世界自然遺産　地理的表示　生物多様性　地域戦略　テキス
ト分析
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
環境、特に生物多様性の価値への理解、普

及促進は、行政担当者を悩ませており、科学
者はその価値の「可視化」を試みてきた。国
内の現場では、生物多様性の重要性を伝える
ため、日本政府は「里山」を国連の場でも打
ち出し、科学者は経済的評価を発表してきた。 
そうした中、「世界自然遺産」といった認

定制度は、即座に人々に価値を伝え、観光体
験等を通じて人々の行動を変える潜在性を
持つ。自治体は、認定を環境活動の盛り上が
りや観光地としての差別化、地域ブランドの
構築に活用し、時には複数の「認定」を戦略
的に使い分ける。例えば、自然が注目される
屋 久 島町は 、 国連教 育 科学文 化 機 関
（ UNESCO ） の Man and the Biosphere 
Programe（MAB）の計画で「文化や農業の営
み」を強調している。一方で、保全と利用の
相克、過剰利用、獣害、広域連携における自
治体間の温度差が顕在化し、グローバルな制
度に依拠しつつも、生物多様性や活動の持続
性に関する現場ならではの課題もある。 
全般的には、今日まで生物多様性の「可視

化」にはある程度成功しつつある認定制度だ
が、全てのセクターが問題意識や行動を継続
的に起こす「主流化」が課題となっている。
国、現場の基礎自治体、大企業に加えて中小
企業の参画（Kohsaka and Tokuyama, 2009）、
現場の農林業関係者の参画が課題となって
いる。「認定地域(サイト)という『生物多様性
の現場』で何が組織的な問題か」を理解し、
地方自治体の目線で課題を解消していく必
要がある。 
既存研究では、白神山地での県同士の対立、

屋久島の過剰利用の事例はあるが、単一の地
域や同一制度内の分析に偏っており、MAB、
世界自然遺産、ジオパークの制度を横断的に
分析している研究は限られる。また、現場レ
ベルにまで踏み込んだ研究は見当たらない。
本研究は、生物多様性に関わる制度として、
MAB、世界自然遺産、世界農業遺産（GIAHS）、
ジオパーク（GEO）の 4 つを横断的に取り上
げる。 
 
２．研究の目的 
第一に、認定地域について、単独自治体、

広域連携のケースにおける意思決定、情報共
有方法の差異を、ヒアリングとネットワーク
の分析で明らかにする。広域連携の場合、予
算や人員で有利な反面、問題意識の共有の難
しさ、各自治体の温度差が意思決定を停滞さ
せるといった問題点も関係者から指摘され
ている。そこで各登録制度のサイト管理に適
合する形での管理モデルを考察する。 
第二段階では、各サイトにおける公的な広

報資料をテキストマイニングによって定量
的に分析する。環境・生物多様性という概念
と、「保全」、「観光」、「生産・農林業」、特定
地名との距離を可視化し、サイトでの観光・
ブランド戦略の傾向、保全と農業・林業の営

みとのバランス等を分析する。 
第三段階では、地域認定の地元への効果を

検証する。さらに、訪問者(利用者)と自治体
(運営側)に共通項目のアンケートを実施し、
両者のギャップを特定したうえで、解決に向
けた方法として、地域認定と産品レベルの認
証の相乗的活用の意義、可能性について提言
を行う。 
 
３．研究の方法 
主要対象地域は、北信越エリア内の事例で、

同一地域でMABとGEOの複数制度の登録を
目指す白山市、2011 年に国内初の GIAHS 登
録となった能登地域、2009 年に GEO となっ
た糸魚川市とする。行政担当者へのヒアリン
グ調査及び議会議事録の収集を行い、テキス
トマイニングの手法を基に分析を行った。ま
た、認定制度の効果検証として、地域の農林
産品の価格動向を調査した。今後の戦略とし
ては、産品レベルの認証である地理的表示と
合わせた地域認定の活用方法についても考
察を行った。 
 
４．研究成果 
５にあるように論文、国際学会等での発表、

書籍で還元をした。加えて行政や農林水産業、
観光業に関わる社会組織への委員会等を通
じた成果還元をした。さらに、日本政策投資
銀行北陸支店と共同で各年レポートを発刊
するなど多層的に社会還元を進めることが
できた。 
以下では議会議事録の分析結果及び行政

担当者へのヒアリング結果、地域認定の効果
検証結果、地域認定と産品レベルの認証の相
乗的活用方法を中心に詳述する。 
 
(1) 議会議事録の分析結果 
まず、各自治体が生物多様性に関わる国際

的な認定を取得するプロセスにおいて、どの
ような公的な議論を行なったのかを、2011 年
から 2013 年の議事録の定量的分析を実施す
ることで明らかにした。まず、石川県の世界
農業遺産認定市町村の 8 自治体、新潟県佐渡
市、ユネスコエコパーク、ジオパークに関連
する石川県白山市、福井県勝山市、新潟県糸
魚川市、長野県山ノ内町の議事録を対象とし
て、議会における議論の状況を比較した。 
最初に世界農業遺産に対する能登半島の

各市町の議会で取り上げられた頻度を比較
した（表 1）。複数市町村が関係する能登では、
輪島市、珠洲市、七尾市の順に頻度が高かっ
た。市と町の平均を見るとそれぞれ 13.65 と
3.6 であり、市の方が全体的に GIAHS に関す
る発言が取り上げられている事がわかった。
4 市のうち羽咋市では 5.1 と低い値となって
いる。下記の結果と、自治体へのヒアリング
の定性的なデータを比較すると、自らの自治
体を「通過点」と発言した二自治体について
は、発言頻度が比較的低くなっており、議会
の発言頻度と行政の姿勢が合致していた。ま



た、保養等の住民の評価が高い自治体の言及
頻度が高くなっている。 
 
表 1 議会における世界農業遺産の発言頻度 
（一会期ごと）（Kohsaka & Matsuoka, 2015:成
果番号⑫） 

市町村 世界農業遺産 

中 
能 
登 

志賀町 3.7 

七尾市 12.8 

中能登町 2.8 

羽咋市 5.1 

奥 
能 
登 

穴水町 4.8 

珠洲市 17.9 

輪島市 18.8 

能登町 3.1 
 
次に、エコパークに関する議会での発言頻

度について、白山市と山ノ内町を見ていく。
同一市の中で、エコパークとジオパークとい
う 2 つの制度が混在する白山市では、一回辺
りの議会ではエコパークで 0、ジオパークが
33.7 回の頻度でそれぞれの制度の単語が出現
していた。日本ジオパークに関しては、白山
市単独で運用されており、一方のエコパーク
は白山市を含む 4 県 7 市村にまたがった形で、
運用されている。単一自治体によって、運用
されている方が運用しやすいためか白山の
議会ではジオパークの方が多く発言されて
いる事がわかる。同じ白山ユネスコエコパー
クとして、加盟している福井県大野市につい
ても、エコパークは一回の議会辺り 0.1 であ
り、ほとんど発言されていない。 
単一の制度のみ認定されている山ノ内町

は、白山市と同じく複数自治体によってエコ
パークが運用されているが、こちらは一回の
議会あたり 23.8 回もエコパークを発言して
いる。白山市は、白山ユネスコエコパーク協
議会の事務局が設置されているが、全く発言
されていない状況が示された。同じ白山ユネ
スコエコパーク協議会に属している福井県
大野市においても 0.1 であり、議会において
ほとんど発言されていない事がわかる。 
続いて、日本ジオパークの白山市と世界ジ

オパークの糸魚川市を見ていく。両市とも単
独自治体での認定であり、同じ行政単位であ
る。白山市は一回辺りの議会での発言回数が
比較的少ない結果となっていた。同市は、エ
コパークにも認定されており、２つの制度で
興味・議案が分散している可能性がある。世
界ジオパークの糸魚川市と比べて日本ジオ
パークの白山市は規模が小さいことも要因
として考えられる。ただし、両方とも単独の
市で認定されており、他の制度と比較しても、
4 年に一回の審査で活動が評価される制度の
ため議会での発言が他制度の認定地域と比
較して多くなっている可能性がある。 
 

表 2 議会におけるエコパーク、ジオパーク、
世界農業遺産の発言頻度  （一会期ごと）
（Kohsaka & Matsuoka, 2015:成果番号⑫） 

市町村 エコパーク ジオパーク 

 白山市 0 33.7 
 山ノ内町 23.8 ― 
 大野市 0.1 ― 
 糸魚川市 ― 95.7 

 
市町村 世界農業遺産 

 佐渡市 7.3 
 
また、発言された単語間の関係性を総合的

に把握する方法論を試行すべく、珠洲市議会
において、世界農業遺産と同時に発言された
言葉の共起ネットワークを作成した（図 1）。
里山の保全や活用が密接に関連している状
況にあった。すなわち、認定を契機として、
「農業」や里山の「保全」をどのように進め
るか議論されていることが示された。一般に
認定を受ける自治体は、観光振興につなげる
議論をする議会が多いものの、珠洲市におい
ては、「観光」は世界農業遺産とはやや独立
した形での発言が多い状況にあった。今後の
方向性に関して、観光、保全や教育のバラン
スについて、関係者が明示的に自覚して議論
することも有意義となることが示唆された。 

 
図 1 珠洲市議会での世界農業遺産に関する
発言の共起ネットワーク。 
注：円の大きさは相対的な発言の回数の大小
を、線の太さは、つながりの強さを示す。 
 
上記の結果を補完・検証するために、定性

データとして能登地域の各自治体へのヒア
リングを行った。その結果、地域認定の目的
と、現場の自治体担当者のニーズにギャップ
があることも明らかになった。具体的には、
生物多様性保全、農業システムの継承等が
GIAHS の主要目的であるが、自治体担当者は、
観光振興や経済的な効果について頻繁に言
及していた。このようなギャップが認定制度



の目的達成や地域マネジメントの障害とな
らないよう、対策が求められる。 
 
(2) 地域認定の効果検証 
認定地域において期待されている認定の

効果について、地域の主要な宅配サービスに
おける地域産品の流通シェア、価格変化を分
析することによって検証した。ここでは、能
登、加賀それぞれブランド野菜として登録さ
れている産品と、単に能登、加賀地域の地名
が付いている産品の動向に着目した。図 2 は
各産品のシェアを表したものである。まず、
加賀ブランド野菜であるが、そのシェアは
2010年から 2011年に 26.4%から 13.4%に急激
に落ち込みその後はあまり変動していない。
対して能登ブランド野菜は 2010 年から 2014
年の間でシェアが10.3%から2.5%まで低下し
ている。対して、「加賀」という地名を使用
した野菜は 2011年から 2014年の間で 2.0%か
ら 11.4%まで上昇している。また、「能登」と
いう地名を使用した野菜は 2011 年に低下す
るものの、2015 年には 2010 年と比べ 3%ほど
上昇し 9%となっており、シェアが高くなっ
ている。尚、平均価格の変化については、シ
ェアの低い能登ブランド野菜については、
2014 年から 2015 年にかけて若干の上昇がみ
られるが、基本的に横ばいまたは 2010 年時
点と比較して低下する傾向にある。 
以上より、加賀野菜や能登野菜といったブ

ランド野菜の位置づけが低下している傾向
が明らかとなった。能登地域は 2011 年に世
界農業遺産に認定されているが、特にブラン
ド野菜について、シェア拡大、価格上昇につ
ながってはいないと考えられる。 
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図 2 能登、加賀の産品のシェアの変化 
（Uchiyama et al., 2017：成果番号④[論文]、①
[図書]） 
 
(3) 地域認定と産品認証の活用：地理的表示
を事例として 
地元生産者や行政のニーズと認定制度の

目的のギャップを克服する方策として、地域
認定と産品レベルの認証の相乗的活用が期
待されている。そこで、地域認定と相乗的に
活用し得る産品認証として、地理的表示保護
制度に着目した。同制度は、日本では 2015
年 6 月に施行されている。その土地と伝統・
文化、環境に関して結びつきの強い産品を登

録する制度である。そのため、産品の保護、
ブランド化に加え、その基盤となる生物多様
性、景観・文化を統合的に保全するツールと
しても機能することが期待されている。具体
的な産品として、志賀町のころ柿は、一産品
であるが、秋に軒先に干す光景は観光資源と
しても位置付けられる。そこで、産品認証の
活用手法について地理的表示への最初期の
申請産品を中心に、申請主体やその他の認証
の取得状況、申請動機等について調査を行い、
地理的表示の活用可能性を考察した。 
その結果、申請動機は、国による認証であ

るため、知名度の向上が多いことが把握され
た。また、産品生産の記念的な意味合いで申
請がなされるケースがある等、制度の意義が
申請者側に浸透していない状況も特定され
た。地理的表示は、欧州で先行して導入され
ており、産品を輸出する際の保護策の一つと
して導入されている。ただし、制度としては、
単に産品の販促を進めることを意図しては
いない。地理的表示の活用では、生産、流通、
消費等の多様な主体が関わる地域の運営に
関係し、生産の基礎となる地域の環境、生物
多様性、文化の持続的な保全、活用が期待さ
れる。その本来の制度の意図を周知し、親和
性の高い地域認定制度と相乗的に活用する
ことは、環境面及び社会・経済面から持続可
能な観光戦略を推進することに貢献し得る。 
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